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現在までの経過
2019年7月～ 各病院の地域医療連携に関するニーズの確認開始

（横浜市病院協会で会員病院向けに調査を実施）
全国15の地域医療連携推進法人に対する事例研究

2020年9月 神奈川県地域医療連携推進業務支援事業（県委託事業、医
業経営コンサルタントの派遣） 対象地域に選定

2020年10月～ 神奈川県横浜地域における各病院に情報提供

2020年11月30日 第2回横浜地域地域医療構想調整会議において現状報告

2021年1月 一般社団法人横浜医療連携ネットワーク 設置

2021年2月 第3回横浜地域地域医療構想調整会議において一社設立報告

2021年8-9月 第1回横浜地域地域医療構想調整会議
・第1回県医療審議会において諮問

2021年12月22日 認可
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新 旧

2．参加法人
(1) 医療法人財団慈啓会 （大口東総

合病院）
(2) 医療法人社団 鵬友会 （湘南泉

病院、横浜ほうゆう病院、新中川
病院）

(3) 医療法人正永会 （港北病院）
(4) 医療法人社団成仁会 （市ケ尾病

院、長田病院）
(5) 公立大学法人横浜市立大学 （横

浜市立大学附属病院、附属市民総
合医療センター）

2．参加法人
(1) 医療法人財団慈啓会
(2) 医療法人社団 鵬友会
(3) 医療法人正永会
(4) 医療法人社団成仁会

地域医療連携推進法人横浜医療連携ネットワーク
医療連携推進方針の変更について（案）

１ 経緯
横浜医療連携ネットワーク（以下、「法人」という）は令和2年度第1回医療審

議会における認定を経て、同年12月22日から地域医療連携推進法人としての運
営を開始した。
その後、一部参加法人に施設の増加が、さらに参加法人の追加がなされること

となり、認定の際に定めていた法人の医療連携推進方針を、以下のとおり変更す
ることとなったため、報告するものである。

•医療連携推進方針（案）
※下線は更新部分
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（参考）地域医療連携推進法人の方針

• 今後ますます厳しくなる横浜医療圏の医療機関を中心に連携を強化するこ
とで、医療機能を相互に補完しながら、資源の確保や効率的な活用を共同で
考え、経営面での底上げを図ることを目指し、各参加病院の経営の独立性・
機密性を担保した運営を行い、参加法人の安定的経営に資する活動を推進し
ます。

• 医療連携推進事業等を実施することにより、地域医療連携の効率化や、医
療従事者の負担軽減を図り、医療サービスの質向上をはかる。さらに、2040
年の医療需要や医療提供体制など将来を見据えた医療に関する課題に対応し
ます。

【方針のポイント】
１．各会員病院の持続可能な経営と横浜市地域医療の質の向上に貢献すること
を通して、横浜市民が将来にわたって、安心・安全に暮らすことのできる持
続的な地域医療提供体制の構築をめざします。

２．医療連携推進業務は、「共同研修・交流」、 「共同購買」、その他の事業
を積極的に開始して参ります。

３．本法人は医療連携推進事業の透明性・公平性を高めながら，各参加病院に
対して説明責任を果たすことのできる運営を行います。



（参考）医療連携推進方針

4. 病院等相互間の機能の分担及び業務の連携に関する事項及びその目標

① 医療機能の連携

• 将来の医療需要や医療提供体制のあり方を見据え、病床融通等を通した医療
機能の連携および相互補完しながら、横浜医療圏における持続可能で質の高
い効率的で効果的な医療提供体制に貢献する。

② 医療関係者の資質向上を図るための共同研修および交流

• 研修や職員の交流を図ることで、参加法人職員の能力研績及び組織・推進区
域の活性化、横浜医療圏の医療・介護サービスの質向上に貢献する。

③ 医薬品、医療材料、医療機器等の共同交渉・共同購入

• 参加病院等における医薬品、医療材料、医療機器等の共同購入や一括価格調
整を実施することで、経営の効率化・安定化に貢献する。

④災害発生時や緊急事態発生時の対応力強化

• 参加法人間が災害発生時や緊急事態発生時において病床融通や人的・物的交
流など連携を強化することで、都市型災害や新興感染症等の発生時において
もサービス提供が継続できる持続可能な医療提供体制を構築する。
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（参考）実績１ 研修会の実施について

日付 タイトル 講師

2020年7月6日 地域医療連携推進法人セミナー
原 広司 （京都大学・当時）
厚生労働省医政局
池島 秀明（湘南泉病院理事長）

2020年8月31日
18:00～19:00

共同購買セミナー（１） 山村 智和先生（社会医療法人愛仁会）

2021 年 2 月 8 日
（月）
18:00～19:00

共同購買セミナー（２）
田中 利樹 先生（ハイズ株式会社 取締役、

医療戦略部長）
一般社団法人ライフコネクト

2021 年 7 月 14 日
（水）
17：30～19：30

横浜医療連携ネットワーク
立ち上げイベント
COVID19への対応と横浜市での今後の地域医療
連携を考える

修理 淳 先生（横浜市医療局長）
竹内 一郎先生（横浜市立大学救急医学教室

主任教授）
原 広司 先生（横浜市立大学国際商学部）
新納 憲司先生（横浜市病院協会長・本法人代

表理事）

2022 年 1 月 26 日
（水）
18:00～20:00

もしCOVID19患者が発生したら？どのように対
応すべきか
COVID19への対応を考える研修

加藤 英明 先生（横浜市立大学附属病院 感染
制御部長）

湘南泉病院 看護師

2022 年 7 月 4 日
（月）
18:00～
19:00

働き方改革ってなに？医師受入れ病院は何を準
備すべきか
～医師の働き方改革への対応を考える研修～

田中 利樹 先生（ハイズ株式会社 取締役、
医療戦略部長）

2022年
10月～12月

医療経営人材育成・入門研修
【全4回】

原 広司 先生（横浜市立大学国際商学部）
新保 謙輔先生（公認会計士）
加納 一樹先生（ハイズ株式会社）

2023 年 1 月 27 日
（金）

外国人材の共同活用
～医療・介護現場を支えるベトナム人材～

山村 智和先生（社会医療法人愛仁会）

2023年3月下旬
外国人材視察研修ツアー：
ベトナム

山村 智和先生（社会医療法人愛仁会）
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（参考）実績２共同購買事業＿ある病院の削減額
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

共同購入品の既存採用による価格削減 80,344 88,773 89,447 48,048 55,271 43,918 54,279 51,285 65,649 56,341

共同購入品の切替による削減 29,876 30,206 39,140 80,232 74,966 63,456 48,658 59,174 77,485 59,715

全国平均価格までの価格交渉 893,218 1,244,625 1,150,297 1,164,339 1,011,995 986,166 1,130,825 1,167,987 821,882 854,382

2022年度　小計 1,003,438 1,363,604 1,278,884 1,292,619 1,142,232 1,093,540 1,233,762 1,278,446 965,016 970,438 0 0 11,621,979

2021年度　小計 233,919 101,716 149,776 407,787 589,307 700,608 1,001,004 1,054,572 752,309 1,689,740 6,680,738

削減目標 1,366,171 1,366,171 1,366,171 1,366,171 1,366,171 1,366,171 1,366,171 1,366,171 1,366,171 1,366,171 1,366,171 1,366,171 16,394,052

進捗率 73.4% 99.8% 93.6% 94.6% 83.6% 80.0% 90.3% 93.6% 70.6% 71.0% 0.0% 0.0% 70.9%

C病院
2022年度



（参考）今年度の事業計画

１．事業の推進に関する事項

① 医療機能の連携

病床融通を含めた医療機能の連携のあり方について検討し、地域の理解を得たうえで参加病院等に有益なものを試行
する。

四半期に1度、医療連携部会（患者に関する紹介・逆紹介連携等）を設置する。

② 医療関係者の資質向上を図るための共同研修および相互交流

医療経営人材育成講座を開催する。また、人材育成研修を2回程度企画する。非会員向けには会費を設定する。

医療・介護関係者，事務職員間の相互交流の実施スキームを検討する。令和5年度に必要人材についての調査を実施し、
その結果に基づいて参画病院等で人材の公募を実施する。人材の相互交流支援を検討する。

③ 医薬品、医療材料、医療機器等の共同交渉・共同購入

参加病院等における医療材料の共同購入や一括価格交渉を引き続き実施する。

医薬品に対象を広げ、共同購入や一括価格交渉の実施スキームを検討し，参加病院等に有益なものを試行する。

④ 災害発生時や緊急事態発生時の対応力強化

全国に先駆けて病床融通なども含めた都市型災害や新興感染症等の発生時における持続可能な医療提供体制を検討・
調査する。参加病院等に有益なものを試行する。

⑤ その他上記に付随する事業

本地域医療連携推進法人の周知を図る。ウェブサイトをオープンする。

参加病院、施設およびその他の医療機関や介護施設等との情報交換をはかる。

8


